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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）ポリフェニレンエーテル系樹脂９３～９９．９重量％および（Ｂ）液晶ポリエス
テル０．１～７重量％からなり、熱収縮率が３％未満で、かつ厚みむらが５％未満である
ことを特徴とするポリフェニレンエーテル系樹脂組成物製シート。
【請求項２】
　絶縁破壊強さが３０ｋＶ／ｍｍ以上である請求項１記載のポリフェニレンエーテル系樹
脂組成物製シート。
【請求項３】
　押出シート成形する際に、押出成形機のＴダイの直後の圧延ロールの表面温度を１２０
～２００℃の範囲とすることを特徴とする請求項１または２に記載のポリフェニレンエー
テル系樹脂組成物製シートの製造方法。
【請求項４】
　圧延ロールの表面温度が１２０～１７０℃の範囲である請求項３記載のシートの製造方
法。
【請求項５】
　圧延ロールの表面温度が１２０～１５０℃の範囲である請求項４記載のシートの製造方
法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
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【発明の属する技術分野】
本発明は、シート成形性に優れ、かつ熱時剛性、難燃性および外観に優れるポリフェニレ
ンエーテル系樹脂組成物製シートおよびその製造方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
一般に、ポリフェニレンエーテルは耐熱性、耐熱水性、寸法安定性および機械的、電気的
性質などの優れた性質を有する樹脂であるが、一方その溶融粘度が高いために成形性が悪
いという欠点を有している。一方これらの成形性を改良するために、ポリフェニレンエー
テルにポリスチレンなどをアロイすることで成形性を改良してきたが、耐熱性が低下する
という問題があった。
【０００３】
一方、例えば特開昭５６－１１５３５７号公報に、液晶ポリエステルにポリフェニレンエ
ーテルなどの重合体を配合し、ポリフェニレンエーテルの溶融加工性を改良することが提
案されているが、１００～１０００（１／秒）の高いシェアレートがかかる射出成形に関
するものであり、シェアレートの低い押出成形についての記載はなく、物性も十分とはい
えないものであった。また特許第３１１７１３６号公報に熱可塑性樹脂に液晶ポリマーを
添加したシートについての記載があるが、実質ポリエステルやポリカーボネートをマトリ
クスにするものであり、熱時剛性において十分ではなかった。
【０００４】
特開平２－９７５５５号公報には、はんだ耐熱性を向上させる目的で液晶ポリエステルに
各種のポリアリレンオキサイドを配合することが提案され、さらには特開平６－１２２７
６２号公報には、アミン類で変性したポリフェニレンエーテルと液晶ポリエステルを配合
することが提案されているが、いずれも押出成形シートの成形性についての記述はなく、
物性についても十分ではなかった。また、特開平５－８６２８８号公報に強度、剛性のリ
サイクル保持性を高める方法が提案されているが、シートにおいての記述はなく、物性も
十分とはいえないものであった。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、シート成形性に優れ、かつ熱時剛性、難燃性および外観に優れるポリフェニレ
ンエーテル系樹脂組成物製シートおよびその製造方法を提供することである。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは上記課題を達成する技術を鋭意検討した結果、ポリフェニレンエーテル系樹
脂と液晶ポリエステルからなり、かつ特定の熱収縮率および厚みむらを有するシートとす
ることで、シート成形性、熱時剛性、難燃性および外観に優れるシートを得ることができ
ることを見出し本発明を完成するに至った。
【０００７】
　すなわち本発明は、
１．　（Ａ）ポリフェニレンエーテル系樹脂９３～９９．９重量％および（Ｂ）液晶ポリ
エステル０．１～７重量％からなり、熱収縮率が３％未満で、かつ厚みむらが５％未満で
あることを特徴とするポリフェニレンエーテル系樹脂組成物製シート、
２．　絶縁破壊強さが３０ｋＶ／ｍｍ以上である上記１に記載のポリフェニレンエーテル
系樹脂組成物製シート、
３．　押出シート成形する際に、押出成形機のＴダイの直後の圧延ロールの表面温度を１
２０～２００℃の範囲とすることを特徴とする上記１または２に記載のポリフェニレンエ
ーテル系樹脂組成物製シートの製造方法、
４．　圧延ロールの表面温度が１２０～１７０℃の範囲である上記３に記載のシートの製
造方法、
５．　圧延ロールの表面温度が１２０～１５０℃の範囲である上記４に記載のシートの製
造方法、
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を提供するものである。
【０００８】
【発明の実施の形態】
以下、本願発明について具体的に説明する。
本発明の（Ａ）ポリフェニレンエーテル系樹脂とは、下記式（１）の繰返し単位構造
【０００９】
【化１】

【００１０】
（Ｒ1、Ｒ4はそれぞれ独立して、水素、第一級もしくは第二級の低級アルキル、フェニル
、アミノアルキルまたは炭化水素オキシを表す。Ｒ2、Ｒ3はそれぞれ独立して、水素、第
一級もしくは第二級の低級アルキルまたはフェニルを表す。）からなり、還元粘度（０．
５ｇ／ｄｌ、クロロホルム溶液、３０℃測定）が、０．１５～１．０ｄｌ／ｇの範囲にあ
るホモ重合体および／または共重合体である。さらに好ましい還元粘度は、０．２０～０
．７０ｄｌ／ｇの範囲、最も好ましくは０．４０～０．６０の範囲である。
【００１１】
具体的な例としては、ポリ（２，６－ジメチル－１，４－フェニレンエーテル）、ポリ（
２－メチル－６－エチル－１，４－フェニレンエーテル）、ポリ（２－メチル－６－フェ
ニル－１，４－フェニレンエーテル）、ポリ（２，６－ジクロロ－１，４－フェニレンエ
ーテル）等が挙げられ、さらに、２，６－ジメチルフェノールと他のフェノール類（例え
ば、２，３，６－トリメチルフェノールや２－メチル－６－ブチルフェノール）との共重
合体のようなポリフェニレンエーテル共重合体も挙げられる。中でもポリ（２，６－ジメ
チル－１，４－フェニレンエーテル）、２，６－ジメチルフェノールと２，３，６－トリ
メチルフェノールとの共重合体が好ましく、さらにポリ（２，６－ジメチル－１，４－フ
ェニレンエーテル）が好ましい。
【００１２】
本発明で使用する（Ａ）ポリフェニレンエーテルの製造方法の例として、米国特許第３３
０６８７４号明細書記載の第一銅塩とアミンのコンプレックスを触媒として用い、２，６
－キシレノールを酸化重合する方法がある。米国特許第３３０６８７５号、同第３２５７
３５７号および同第３２５７３５８号の明細書、特公昭５２－１７８８０号および特開昭
５０－５１１９７号および同６３－１５２６２８号の各公報等に記載された方法も（Ａ）
ポリフェニレンエーテルの製造方法として好ましい。
本発明の（Ａ）ポリフェニレンエーテル系樹脂は、重合行程後のパウダーのまま用いても
よいし、押出機などを用いて、窒素ガス雰囲気下あるいは非窒素ガス雰囲気下、脱揮下あ
るいは非脱揮下にて溶融混練することでペレット化して用いてもよい。
【００１３】
本発明の（Ａ）ポリフェニレンエーテル系樹脂は、種々のジエノフィル化合物により官能
化されたポリフェニレンエーテルも含まれる。ジエノフィル化合物には、例えば無水マレ
イン酸、マレイン酸、フマル酸、フェニルマレイミド、イタコン酸、アクリル酸、メタク
リル酸、メチルアリレート、メチルメタクリレート、グリシジルアクリレート、グリシジ
ルメタクリレート、ステアリルアクリレート、スチレンなどの化合物が挙げられる。さら
にこれらジエノフィル化合物により官能化する方法としては、ラジカル発生剤存在下ある
いは非存在下で押出機などを用い、脱揮下あるいは非脱揮下にて溶融状態で官能化する方
法、あるいはラジカル発生剤存在下あるいは非存在下で、非溶融状態にて官能化する方法
などが挙げられる。
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【００１４】
本発明の（Ａ）ポリフェニレンエーテル系樹脂には、ポリフェニレンエーテル樹脂単独ま
たはポリフェニレンエーテル樹脂と芳香族ビニル系重合体との混合物であり、さらに他の
樹脂が混合されたものも含まれる。芳香族ビニル系重合体とは、例えば、アタクティック
ポリスチレン、シンジオタクティックポリスチレン、アクリロニトリル－スチレン共重合
体などが挙げられる。ポリフェニレンエーテル樹脂と芳香族ビニル系重合体との混合物を
用いる場合は、ポリフェニレンエーテル樹脂と芳香族ビニル系重合体との合計量に対して
、ポリフェニレンエーテル樹脂が７０ｗｔ％以上、好ましくは８０ｗｔ％以上、さらに好
ましくは９０ｗｔ％以上である。
【００１５】
本発明の（Ｂ）液晶ポリエステルはサーモトロピック液晶ポリマーと呼ばれるポリエステ
ルで、公知のものを使用できる。例えば、ｐ－ヒドロキシ安息香酸およびポリエチレンテ
レフタレートを主構成単位とするサーモトロピック液晶ポリエステル、ｐ－ヒドロキシ安
息香酸および２－ヒドロキシ－６－ナフトエ酸を主構成単位とするサーモトロピック液晶
ポリエステル、ｐ－ヒドロキシ安息香酸および４，４′－ジヒドロキシビフェニルならび
にテレフタル酸を主構成単位とするサーモトロピック液晶ポリエステルなどが挙げられ、
特に制限はない。本発明で使用される（Ｂ）液晶ポリエステルとしては、下記構造単位（
イ）、（ロ）、および必要に応じて（ハ）および／または（ニ）からなるものが好ましく
用いられる。
【００１６】
【化２】

【００１７】
ここで、構造単位（イ）、（ロ）はそれぞれ、ｐ－ヒドロキシ安息香酸から生成したポリ
エステルの構造単位と、２－ヒドロキシ－６－ナフトエ酸から生成した構造単位である。
構造単位（イ）、（ロ）を使用することで、優れた耐熱性、流動性や剛性などの機械的特
性のバランスに優れた本発明の熱可塑性樹脂組成物を得ることができる。上記構造単位（
ハ）、（ニ）中のＸは、下記式（２）よりそれぞれ任意に１種あるいは２種以上選択する
ことができる。
【００１８】
【化３】
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【００１９】
構造式（ハ）において好ましいのは、エチレングリコール、ハイドロキノン、４，４′－
ジヒドロキシビフェニル、２，６－ジヒドロキシナフタレン、ビスフェノールＡそれぞれ
から生成した構造単位であり、さらに好ましいのは、エチレングリコール、４，４′－ジ
ヒドロキシビフェニル、ハイドロキノンであり、特に好ましいのは、エチレングリコール
、４，４′－ジヒドロキシビフェニルである。構造式（ニ）において好ましいのは、テレ
フタル酸、イソフタル酸、２，６－ジカルボキシナフタレンそれぞれから生成した構造単
位であり、さらに好ましいのは、テレフタル酸、イソフタル酸である。
【００２０】
構造式（ハ）および構造式（ニ）は、上記に挙げた構造単位を少なくとも１種あるいは２
種以上を併用することができる。具体的には、２種以上併用する場合、構造式（ハ）にお
いては、１）エチレングリコールから生成した構造単位／ハイドロキノンから生成した構
造単位、２）エチレングリコールから生成した構造単位／４，４′－ジヒドロキシビフェ
ニルから生成した構造単位、３）ハイドロキノンから生成した構造単位／４，４′－ジヒ
ドロキシビフェニルから生成した構造単位、などを挙げることができる。
【００２１】
また、構造式（ニ）においては、１）テレフタル酸から生成した構造単位／イソフタル酸
から生成した構造単位、２）テレフタル酸から生成した構造単位／２，６－ジカルボキシ
ナフタレンから生成した構造単位、などを挙げることができる。ここでテレフタル酸量は
２成分中、好ましくは４０ｗｔ％以上、さらに好ましくは６０ｗｔ％以上、特に好ましく
は８０ｗｔ％以上である。テレフタル酸量を２成分中４０ｗｔ％以上とすることで、比較
的に流動性、耐熱性が良好な樹脂組成物となる。液晶ポリエステル（Ｂ）成分中の構造単
位（イ）、（ロ）、（ハ）、（ニ）の使用分割は特に限定されない。ただし、構造単位（
ハ）と（ニ）は基本的にほぼ等モル量となる。
【００２２】
また、構造単位（ハ）、（ニ）からなる構造単位（ホ）を、（Ｂ）成分中の構造単位とし
て使用することもできる。具体的には、１）エチレングリコールとテレフタル酸から生成
した構造単位、２）ハイドロキノンとテレフタル酸から生成した構造単位、３）４，４′
－ジヒドロキシビフェニルとテレフタル酸から生成した構造単位、４）４，４′－ジヒド
ロキシビフェニルとイソフタル酸から生成した構造単位、５）ビスフェノールＡとテレフ
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タル酸から生成した構造単位、などを挙げることができる。
【００２３】
【化４】

【００２４】
本発明の（Ｂ）液晶ポリエステル成分には、必要に応じて本発明の特徴と効果を損なわな
い程度の少量の範囲で、他の芳香族ジカルボン酸、芳香族ジオール、芳香族ヒドロキシカ
ルボン酸から生成する構造単位を導入することができる。本発明の（Ｂ）成分の溶融時で
の液晶状態を示し始める温度（以下、液晶開始温度という）は、好ましくは１５０～３５
０℃、さらに好ましくは１８０～３２０℃である。液晶開始温度をこの範囲にすることは
、得られる樹脂組成物を好ましい色調と耐熱性と成形加工性バランスの良いものとする。
【００２５】
本発明の（Ｂ）液晶ポリエステル成分の２５℃、１ＭＨｚにおける誘電正接（ｔａｎδ）
は、好ましくは０．０３以下であり、さらに好ましくは０．０２５以下である。この誘電
正接の値が小さければ小さいほど、誘電損失は小さくなり、この樹脂組成物を電気・電子
部品の原料として用いる時、発生する電気的ノイズが抑制され好ましい。特に２５℃、高
周波数領域下、すなわち１～１０ＧＨｚ領域において、誘電正接（ｔａｎδ）は、好まし
くは０．０３以下であり、さらに好ましくは０．０２５以下である。
【００２６】
本発明の（Ｂ）液晶ポリエステル成分の見かけの溶融粘度（液晶開始温度＋３０℃でずり
速度１００／秒）は、好ましくは１０～３，０００Ｐａ・ｓ、さらに好ましくは１０～２
，０００Ｐａ・ｓ、特に好ましくは１０～１，０００Ｐａ・ｓである。見かけの溶融粘度
をこの範囲にすることは、得られる組成物の流動性を好ましいものとする。
【００２７】
本発明における（Ａ）ポリフェニレンエーテル系樹脂の配合量は、５１～９９．９重量部
で、好ましくは６０～９９重量部で、さらに好ましくは７０～９８重量部である。この配
合量が９９．９重量部より多いと、流動性が大きく低下し、Ｔダイ部にめやにが発生しや
すくなり、成形安定性の低下を招く。この配合量が５１重量部より少ないと、シートの厚
みむらの悪化、熱収縮性の悪化を招く。ここで、めやにとは、押出成形の際、Ｔダイのう
ち溶融樹脂が吐出される直近部位に異物として析出する分解オリゴマーや樹脂の架橋物な
どのことである。このめやには、時々シートに付着することで、生産安定性に悪影響を及
ぼす。
【００２８】
本発明における（Ｂ）成分の液晶ポリエステルの配合量は、０．１～４９重量部で、好ま
しくは１～４０重量部で、さらに好ましくは２～３０重量部である。この配合量が４９重
量部より多いと、液晶ポリマーの異方性のため、シートの厚みむらの悪化や熱収縮性の悪
化を招いてしまう。この配合量が０．１重量部より少ないと、流動性が大きく低下し、め
やに発生を招いたり、押出成形機の負荷の関係上で吐出量を小さくしなければならず、生
産の低下などの問題がある。
【００２９】
本発明では、上記の成分の他に、本発明の特徴および効果を損なわない範囲で必要に応じ
て他の附加的成分、例えば、酸化防止剤、難燃剤（有機リン酸エステル系化合物、フォス
ファゼン系化合物、シリコン系化合物）、エラストマー、可塑剤（オイル、低分子量ポリ
エチレン、エポキシ化大豆油、ポリエチレングリコール、脂肪酸エステル類等）、難燃助
剤、耐候（光）性改良剤、ポリオレフィン用造核剤、スリップ剤、各種着色剤、離型剤等
を添加してもかまわない。
【００３０】
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本発明の樹脂組成物は種々の方法で製造することができる。例えば、単軸押出機、二軸押
出機、ロール、ニーダー、ブラベンダープラストグラフ、バンバリーミキサー等による加
熱溶融混練方法が挙げられるが、中でも二軸押出機を用いた溶融混練方法が最も好ましい
。この際の溶融混練温度は特に限定されるものではないが、通常１５０～３５０℃の中か
ら任意に選ぶことができる。
本発明のシートとは、厚みが０．０１０～１．０ｍｍのものであり、好ましくは０．０５
０～０．５０ｍｍであり、場合によってはフィルムと呼ばれることもある。
【００３１】
本発明のポリフェニレンエーテル系樹脂組成物製シートは、上記で得られた樹脂組成物を
原料とし、押出シート成形により得られる。Ｔダイ押出成形、インフレーション成形が好
ましく、さらに熱収縮率、厚みむらの観点からＴダイ押出成形が好ましい。無延伸のまま
用いてもよいし、１軸延伸してもよいし、２軸延伸することによっても得られる。
本発明のシートの製造方法は、押出成形機のＴダイの直後の圧延ロールの表面温度を１２
０～２００℃の範囲内から選ぶことが好ましい。この表面温度は、さらに好ましくは１３
０～１８０℃であり、よりさらに好ましくは１５０～１７０℃である。また設定温度はブ
レはばが小さいことが好ましく、そのはばは、±１０℃以内、好ましくは±５℃以内、さ
らに好ましくは±２℃以内である。このはばは小さければ小さいほど、厚みむらおよび熱
収縮率の観点から好ましい。
【００３２】
　本発明の熱収縮率は、ＭＤ（流動方向）とＴＤ（流動方向に対して直角方向）に各片が
平行になるように、１５０ｍｍ×１５０ｍｍの大きさにカットしたシートを１５０℃に設
定したオーブン中に５時間セットし、冷却後、２３℃、湿度５０％雰囲気にて２４時間調
整した後、ＭＤ、ＴＤ各々加熱前後の寸法を測定し、以下の式に従って求めることができ
る。
熱収縮率（％）＝（１－（加熱後の辺の長さ／加熱前の辺の長さ））×１００
　本発明において「熱収縮率が３％未満」とはＭＤ（流動方向）とＴＤ（流動方向に対し
て直角方向）の収縮率のいずれもが３％未満であることを意味する。
【００３３】
本発明の厚みむらＤｔは、ＭＤとＴＤに各片が平行になるように、１５０ｍｍ×１５０ｍ
ｍの大きさにカットしたシートの９カ所の厚みを測定し、以下の式に従って求めることが
できる。
Ｄｔ（％）＝（Ｔmax－Ｔav）／Ｔav×１００
Ｔmax：９カ所の厚みのうち、最大のもの。
Ｔav：９カ所の厚みの平均値。
【００３４】
本発明の本質は、シートの熱収縮率と厚みむらＤｔがある特定の範囲に限定されたものが
、シートの外観、剛性、熱時剛性が同時に高いレベルで満足されうることを見出した点に
ある。すなわち、本発明のポリフェニレンエーテル系樹脂組成物のシート成形を実施する
にあたり、押出成形機のＴダイの直後の圧延ロールの表面温度を１２０～２００℃の範囲
内から選び、シートの熱収縮率が３％未満で、かつ厚みむらＤｔが５％未満になるように
制御することにより、外観、剛性、熱時剛性が同時に高いレベルで満足されうるシートが
得られる点にある。
【００３５】
本発明の絶縁破壊強さは、シートサンプルを用いて、ＪＩＳ　Ｋ６９１１に準拠して測定
することで求めることができる。また本発明のシートはポリフェニレンエ－テル系樹脂製
シートであり、優れた絶縁破壊強さを有することを特徴としている。その絶縁破壊強さは
、３０ｋＶ／ｍｍ以上であり、好ましくは４０ｋＶ／ｍｍ以上であり、さらに好ましくは
５０ｋＶ／ｍｍ以上であり、もっとさらに好ましくは６０ｋＶ／ｍｍ以上である。
【００３６】
こうして得られた本発明のシートは、難燃性、外観、熱時剛性に優れ、さらに絶縁破壊強
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さに優れるものである。従って、これらの特性が要求される以下の用途に用いることがで
きる。パソコンや携帯電話や冷蔵庫やファクシミリや複写機などに代表される家電やＯＡ
に関連する製品の中の機構部品、プリント基板、あるいはリチウムイオン電池の絶縁ワッ
シャーと呼ばれる絶縁部品、などが挙げられる。
【００３７】
前述したように、本発明において、（Ａ）成分と（Ｂ）成分とを配合した樹脂組成物を用
い、特定の温度範囲の圧延ロールを用いることで押出成形することにより、難燃性、外観
、熱時剛性、厚み均一性に優れ、さらに熱収縮率が小さく、優れた絶縁破壊強さが得られ
る。それらの理由については、かならずしも明らかではないが、以下のように考えること
ができる。ポリフェニレンエ－テル系樹脂そのものは本来溶融粘度が高く、押出成形機中
で高トルクになり、より高いせん断発熱を伴い、より高温にさらされることで、ポリフェ
ニレンエ－テル樹脂の好まれざる架橋などの副反応を起こす。しかしながら本発明の（Ｂ
）成分である液晶ポリエステルを配合することで、溶融粘度を下げることができ、せん断
発熱が抑制され、本来ポリフェニレンエ－テル系樹脂が有するリニアな分子鎖を保持でき
る。さらにおどろくべきことに本発明では、めやにの発生がきわめて少なくなるが、これ
は、液晶ポリエステルの溶融時の異方性のために、Ｔダイスを溶融樹脂が通過する際、滑
り現象がおき、樹脂の滞留が抑制され、架橋などの副反応が抑制されるため、と考えるこ
とができる。そしてこれらのおかげで、さらに難燃性、外観、熱時剛性、厚み均一性に優
れ、さらに熱収縮率が小さく、絶縁破壊強さに優れる、と考えられる。
【００３８】
本発明を以下、実施例に基づいて説明する。但し本発明はその主旨を越えない限り以下の
実施例に限定されるものではない。
実施例で用いた成分
（ポリフェニレンエーテル）
ＰＰＥ－１：２，６－ジメチルフェノールを酸化重合して得た還元粘度０．４２のパウダ
ー状のポリ（２，６－ジメチル－１，４－フェニレンエーテル）。
（液晶ポリエステル）
ＬＣＰ－１：窒素雰囲気下において、ｐ－ヒドロキシ安息香酸、２－ヒドロキシ－６－ナ
フトエ酸、無水酢酸を仕込み、加熱溶融し、重縮合することにより、以下の理論構造式を
有する液晶ポリエステルを得た。
なお、組成の成分比はモル比を表す。
【００３９】
【化５】

【００４０】
ＬＣＰ－２：窒素雰囲気下において、ｐ－ヒドロキシ安息香酸、ポリエチレンテレフタレ
ート、無水酢酸を仕込み、加熱溶融し、重縮合することにより、以下の理論構造式を有す
る液晶ポリエステルを得た。
なお組成の成分比はモル比を表す。
【００４１】
【化６】
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【００４２】
各樹脂組成物のシート成形と物性評価を、以下の方法に従って実施した。
（１）シート成形
得られたペレットを、シリンダー温度３００℃、Ｔダイス温度３００℃に設定したスクリ
ュー径６５ｍｍの単軸押出機を用い、吐出量６０ｋｇ／ｈｒ、引き取り速度４．２～４．
８ｍ／分、ダイクリアランス０．５ｍｍ、圧延ローラークリアランス０．２５～０．３０
ｍｍ、の条件下にて押出シート成形を実施した。
【００４３】
（２）成形性
（２－１）シート成形性
上記（１）の条件下にて、押出シート成形を実施した際、シート成形性を以下の判断基準
にて判定した。
○：押出機のトルクは問題なく、３０分以上連続的に安定して均一な厚みのシートが成形
できた。
△：押出機のトルクは問題ないが、圧延ロール部で樹脂だまりが発生し、均一なシート成
形が困難であった。
×：押出機のトルクに問題があり、成形できなかった。
【００４４】
（２－２）めやに量
押出成形時のＴダイ部に発生するめやには、Ｔダイのリップ部に析出し、時々シート側に
付着し、シート中に褐色異物として混入した。そこで、そのめやに量について、以下の判
断基準にて判定した。
○：連続３０分間成形されたシート中に、褐色異物が全く検出されなかった。
×：連続３０分間成形されたシート中に、褐色異物が１個以上検出された。
【００４５】
（３）難燃性
（３－１）最大燃焼時間
上記（１）の条件下で得られたシートを長さ２００ｍｍ×幅５０ｍｍのサイズに切り取り
、Underwriters LaboratoriesのＵＬ－９４フィルム規格に基づき、燃焼試験を実施した
。すなわち、径１３ｍｍの筒状にシートを巻いて固定し、上部の輪の部分をふさぎ、垂直
にした状態で下部に接炎した。５本の試験片について燃焼試験を実施し、３秒間の接炎後
、炎を離してから炎が消えるまでの燃焼時間をｔ1（秒）とし、再び３秒間の接炎後、炎
を離してから炎が消えるまでの燃焼時間をｔ2（秒）とした。各５本のｔ1とｔ2、すなわ
ちあわせて１０点の中から最大の燃焼時間を選んだ。
【００４６】
（３―２）合計燃焼時間
上記燃焼試験時、各５本のｔ1とｔ2、すなわちあわせて１０点の燃焼時間を合計した。
（３－３）燃焼距離
筒状サンプルの最下部から１２５ｍｍの距離ところに標線を記入し、以下の判定基準にて
判定した。
○：１０点とも標線より下で自己消火したもの。
×：１点でも標線より上まで燃焼するものがあったもの。
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【００４７】
（４）外観
上記（１）で得られたシートの表面を以下の判定基準にて判定した。
○：表面が平滑で、シルバーストリークスもなく、小さなくぼみも認められないもの。
×：表面にシルバーストリークスや小さなくぼみが認められたもの。
【００４８】
（５）引張特性（熱時剛性）
オートグラフ（ＡＧ－５０００、島津製作所（株）社製）を用い、上記（１）で得られた
シートを幅６ｍｍのたんざく状に切り取り、チャック間距離８０ｍｍ、試験速度５０ｍｍ
／ｍｉｎで引っ張り試験を実施し、引張強度（ＴＳ）を測定した。試験片の長さ方向がＭ
ＤとＴＤ各々測定を実施した。測定温度雰囲気は２３℃、１５０℃各々測定を実施した。
【００４９】
（６）厚みむら（Ｄｔ）
上記（１）で得られたシートを、ＭＤ（流動方向）とＴＤ（流動方向に対して直角方向）
に各片が平行になるように、１５０ｍｍ×１５０ｍｍの大きさにカットし、９カ所の厚み
をマイクロゲージを用いて測定し、以下の式に従って求めた。
Ｄｔ（％）＝（Ｔmax－Ｔav）／Ｔav×１００
Ｔmax：９カ所の厚みのうち、最大のもの。
Ｔav：９カ所の厚みの平均値。
【００５０】
（７）熱収縮率
上記（１）で得られたシートを、ＭＤとＴＤに各片が平行になるように、１５０ｍｍ×１
５０ｍｍの大きさにカットし、１５０℃に設定したオーブン中に５時間セットし、冷却後
、２３℃、湿度５０％雰囲気にて２４時間調整する。ＭＤ、ＴＤ各々加熱前後の寸法を測
定し、以下の式に従って求めた。
熱収縮率（％）＝（加熱前の辺の長さ－加熱後の辺の長さ）／（加熱前の辺の長さ）×１
００
【００５１】
（８）絶縁破壊強さ
上記（１）で得られたシートを１００ｍｍ×１００ｍｍにカットし、ＪＩＳ　Ｋ６９１１
に準拠し、耐電圧試験機（ＳＤ－１２型、東芝（株）製）を用いて、測定を実施した。測
定温度雰囲気は２３℃。
【００５２】
【実施例１】
ポリフェニレンエーテル（ＰＰＥ－１）と液晶ポリエステル（ＬＣＰ－１）を表１に示す
割合（重量部）で、２５０～３００℃に設定したベントポート付き二軸押出機（ＺＳＫ－
２５；ＷＥＲＮＥＲ＆ＰＦＬＥＩＤＥＲＥＲ社製）を用いて溶融混練し、ペレットとして
得た。このペレットを用い、上に示した方法により、シート成形加工した。圧延ロールの
表面温度を１３０℃に制御した。安定してシートが得られ、Ｔダイ部のめやにの発生はほ
とんど認められなかった。シートの平均厚みは０．３８ｍｍであった。これらのシートを
、上に示した方法に従って物性評価を実施した。その結果を表１に示した。
【００５３】
【実施例２】
液晶ポリエステル（ＬＣＰ－１およびＬＣＰ－２）と表１に示す割合（重量部）にするこ
と以外は、実施例１と同様に溶融混練し、ペレットを得た。このペレットを用い、上に示
した方法により、シート成形加工した。圧延ロールの表面温度を１５０℃に制御した。安
定してシートが得られ、Ｔダイ部のめやにの発生はほとんど認められなかった。シートの
平均厚みは０．３５ｍｍであった。これらのシートを、上に示した方法に従って物性評価
を実施した。その結果を表１に示した。
【００５４】
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【実施例３】
ポリフェニレンエーテル系樹脂として、ポリフェニレンエーテル（ＰＰＥ－１）とハイイ
ンパクトポリスチレン（Ｈ９４０５、Ａ＆Ｍ社製、表中「ＨＩＰＳ」と略した。）を用い
、表１に示す割合にすること以外は、実施例１と同様に実施して、ペレットを得て、シー
ト成形加工した。圧延ロールの表面温度を１３０℃に制御した。安定してシートが得られ
、Ｔダイ部のめやにの発生はほとんど認められなかった。シートの平均厚みは０．３６ｍ
ｍであった。これらのシートを、上に示した方法に従って物性評価を実施した。その結果
を表１に示した。
【００５５】
【比較例１】
耐熱グレードである変性ポリフェニレンエーテル（ザイロンＸ９１０２、旭化成（株）製
）１００重量部を原料とすること以外は、実施例１と同様の方法でシート成形を実施した
。 Ｔダイ部にめやにの発生が認められた。シートの平均厚みは０．３４ｍｍであった。
これらのシートを、上に示した方法に従って物性評価を実施した。その結果を表１に示し
た。
【００５６】
【比較例２】
ポリフェニレンエーテル（ＰＰＥ－１）１００重量部を原料して、実施例１と同様の方法
で、溶融混練し、ペレットを得た。このペレットを用い、上に示した方法により、シート
成形加工を試みたが、同条件では押出成形機のトルク負荷が過大であったため、シート成
形ができなかった。
【００５７】
【表１】
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【００５８】
【比較例３】
実施例１で得られたペレットを用い、圧延ロールの表面温度を９０℃に設定したこと以外
は、実施例１と同様にシート成形加工を実施した。圧延ロールで急冷されるため、収縮し
たシートと圧延ロールの間に空隙ができてしまい、安定してシート成形ができなかった。
【００５９】
【比較例４】
実施例１で得られたペレットを用い、圧延ロールの表面温度を２２０℃に設定したこと以
外は、実施例１と同様にシート成形加工を実施した。得られたシートの厚みは、０．３１
ｍｍであった。上記（７）の方法に従い、熱収縮率の測定を実施した。ＭＤの熱収縮率は
、５．２％であり、ＴＤの熱収縮率は、３．３％であった。
【００６０】
【発明の効果】
本発明により、シート成形性に優れ、難燃性、外観、熱時剛性、厚み均一性に優れ、熱収
縮の小さいポリフェニレンエーテル系樹脂組成物製シートおよびその製造方法を提供する
ことが可能となった。
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